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第 20 回 アジア中古車流通研究会のお知らせ 
 
 
主催 ： 京都大学東アジア経済研究センター 
後援 : 京都大学東アジア経済研究センター支援会 
 







□垣谷 幸介 （京都大学大学院経済学研究科博士課程） 
「中国乗用車アフターサービス市場の課題と対策－メーカーの立場から」 
 
□塩地 洋 （京都大学大学院経済学研究科教授) 
「太平洋島嶼国において中古車解体事業は成り立つか」 
 
□野村 俊郎 （鹿児島県立短期大学教授） 
























                  京都大学人文科学研究所付属現代中国研究センター 
後援：京都大学東アジア経済研究センター支援会 
 
■日時    2017年 3月 6日（月）13:00～17:00 
    ■会場    京都大学経済学部第三番教室（法経東館２階） 
■参加費  無料 
 
13:00-13:10 開会の挨拶 問題提起 
13:10-13:50   
久保 亨（信州大学教授）      東アジア工業化の捉え方 中国 
堀 和生（京都大学教授）    東アジア工業化の捉え方 日本 
13:50-14:10 
木越義則（名古屋大学准教授） 中国の貿易   
14:10-14:30 
富澤芳亜（島根大学教授）    中国の繊維産業 
14:30-15:00 
加島 潤（横浜国立大学准教授）中国の鉄鋼業 
峰 毅（社会人中国経済研究者 東京大学経済学博士）中国の化学工業 
 
――――――――――――― 休憩 ――――――――――――――――――――― 
15:15-16:00 
朱蔭貴（復旦大学教授）     中国経済史からのコメント 
丸川知雄（東京大学教授）   現代中国経済論からのコメント 




京都大学経済学部みずほホール（法経東館地下１階） 参加費 2,000円（支援会会員は無料） 
＊準備の都合上、シンポと懇親会の参加については事前にご連絡ください。 


























































































































動化農地 6.67km2 当たりのトラブル発生件数が異なる。 


































































































2005 年 10.4  12.9 1.8 27.2 1020 28.4 17.6 0.8 ▲0.5 17.6 9.3 
2006 年 11.6  13.7 1.5 24.3 1775 27.2 19.9 ▲5.7 4.5 15.7 15.7 
2007 年 13.0 18.5 16.8 4.8 25.8 2618 25.7 20.8 ▲8.7 18.7 16.7 16.1 
2008 年 9.0 12.9 21.6 5.9 26.1 2955 17.2 18.5 ▲27.4 23.6 17.8 15.9 
2009 年 9.1 11.0 15.5 ▲0.7 31.0 1961 ▲15.9 ▲11.3 ▲14.9 ▲16.9 27.6 31.7 
2010 年 10.3 15.7 18.4 3.3 24.5 1831 31.3 38.7 16.9 17.4 19.7 19.8 
2011 年 9.2 13.9 17.1 5.4 24.0 1549 20.3 24.9 1.1 9.7 13.6 14.3 
2012 年 7.7 10.0 14.3 2.7 20.7 2303 7.9 4.3 ▲10.1 ▲3.7 13.8 15.0 
2013 年 7.7 9.7 11.4 2.6 19.4 2590 7.8 7.2 ▲8.6 5.3 13.6 14.1 
2014 年 7.4 8.3 12.0 2.0 15.2 3824 6.1 0.4 4.41 14.2 12.2 13.6 
10 月  7.7 11.5 1.6 13.9 454 11.6 4.6 8.7 1.3 12.1 13.2 
11 月  7.2 11.7 1.4 13.4 545 4.7 -6.7 -8.6 22.2 12.0 13.4 
12 月 7.3 7.9 11.9 1.5 12.6 496 9.5 -2.3 6.1 10.3 11.0 13.6 
2015 年 6.9 5.9 10.7 1.4 9.7 6024 -9.8 -14.4 11.0 0.8 11.9 15.0 
1 月    0.8  600 -3.3 -20.0 2.2 -1.1 10.6 14.3 
2 月    1.4  606 48.3 －20.8 49.8 0.1 11.1 14.7 
 3 月 7.0 5.6 10.2 1.4 13.1 31 -15.0 -12.9 0.3 1.3 9.9 14.7 
4 月  5.9 10.0 1.5 9.6 341 -6.5 -16.4 2.9 10.2 9.6 14.4 
5 月  6.1 10.1 1.2 9.9 595 －2.4 －17.7 －14.0 8.1 10.6 14.3 
6 月 7.0 6.8 10.6 1.4 11.6 465 2.8 －6.3 4.6 1.1 10.2 14.4 
7 月  6.0 10.5 1.6 9.9 430 －8.4 －8.2 9.6 5.2 13.3 15.7 
8 月  6.1 10.8 2.0 9.1 602 －5.6 －13.9 23.9 20.9 13.3 15.7 
9 月 6.9 5.7 10.9 1.6 6.8 603 －3.8 －20.5 5.2 6.1 13.1 15.8 
10 月  5.6 11.0 1.3 9.3 616 -7.0 -19.0 2.5 2.9 13.5 15.6 
11 月  6.2 11.2 1.5 10.8 541 －7.2 －9.2 27.7 0.0 13.7 15.3 
12 月 6.8 5.9 11.1 1.6 6.8 594 －1.7 －7.6 17.2 -45.1 13.3 15.0 
2016 年             
1 月   10.3 1.8 18.0 633 -11.5 -18.8 14.1 -2.1 14.0 15.2 
2 月   10.2 2.3  326 -25.4 -13.8 -11.3 -1.3 13.3 14.7 
3 月 6.7 6.8 10.5 2.3 11.2 299 11.2 -7.4 26.1 4.0 13.4 14.7 
4 月  6.0 10.1 2.3 10.1 456 -2.0 -10.5 21.4 2.9 12.8 14.4 
5 月  6.0 10.0 2.0 7.4 500 -4.7 -0.1 43.6 -4.8 11.8 14.4 
6 月 6.7 6.2 10.6 1.9 7.3 479 -6.1 -9.0 8.5 4.4 11.8 14.3 
7 月  6.0 10.2 1.8 3.9 502 -6.4 -12.9 -3.8 -6.2 10.2 12.9 
8 月  6.3 10.6 1.3 8.2 520 -3.2 1.4 13.2 0.5 11.4 13.0 
9 月 6.7 6.1 10.7 1.9 9.0 420 -10.2 -1.9 27.9 -3.6 11.5 13.0 
10 月  6.1 10.0 2.1 8.8 488 -7.4 -1.3 -36.9 0.4 11.6 13.1 
11 月  6.2 10.8 2.3 8.8 442 -1.5 4.6 -32.4 -4.6 11.4 13.1 
12 月 6.8 6.0 10.9 2.1 6.5 407 -6.4 2.6 21.1 -627.7 11.3 13.5 
注：1.①「実質 GDP増加率」は前年同期（四半期）比、その他の増加率はいずれも前年同月比である。 
2.中国では、旧正月休みは年によって月が変わるため、1月と 2月の前年同月比は比較できない場合があるので注意 
されたい。また、(  )内の数字は 1月から当該月までの合計の前年同期に対する増加率を示している。 
  3. ③「消費財小売総額」は中国における「社会消費財小売総額」、④「消費者物価指数」は「住民消費価格指数」に
対応している。⑤「都市固定資産投資」は全国総投資額の 86%（2007 年）を占めている。⑥―⑧はいずれもモノの
貿易である。⑨と⑩は実施ベースである。 
出所：①―⑤は国家統計局統計、⑥⑦⑧は海関統計、⑨⑩は商務部統計、⑪⑫は中国人民銀行統計による。 
 
